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１ はじめに 

 平成３年に地方自治法が改正され、これまでは任意の団体であった自治会や町内会等が、市

長の認可を得ることにより法律上の権利能力を有する法人として認められることになりました。

この団体を『認可地縁団体（認可を受けた地縁による団体）』といいます。 

 認可地縁団体は、地域的共同活動のために使用する不動産又は不動産に関する権利を保有す

ることができます。（地方自治法２６０条の２） 地域的な共同活動を円滑に行うことを目的

とする自治会・町内会等が所定の手続きをし、市長の許可を得られれば、法人格を持つことが

できるということです。 

※「登記を要する財産（不動産）を団体名義で持つ、持つ予定があること」が地縁団体の条件

でしたが、令和３年度の地方自治法の一部改正により不要となりました。 

 

２ 認可のための要件 

認可地縁団体となるためには、次の４つの要件を満たしていなければなりません。これは、

その活動が安定的なものであるかどうか確認するためです。 

１．認可地縁団体になろうとする自治会や町内会等は、その区域の住民相互の連絡、環境の

整備、集会施設の維持管理等、良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動

を行なうことを目的とし、現にその活動を行なっていること。 

２．地縁による団体の区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められているこ

と。そして、この区域が相当の期間にわたって存続していること。 

３．認可地縁団体は、その区域に住所を有する全ての個人が構成員となることができ、その

相当数が現に構成員となっていること。  

４．次の８項目が記載されている規約を定めていること。                 

① 目的  

区域の住民相互の連絡、環境の整備あるいは子供会や老人会の世話など良好な地域社会

の形成を維持するために行っている活動をできる限り具体的に定めてください。  

② 名称  

○○自治会、○○町内会など特に制限はありません。  

③ 区域  

曖昧な点が残らないよう明示する必要があります。  

例１  南砺市○○××の区域及び○○△△番地から□□番地  

例２  南砺市○○地域の全域  

④ 主たる事務所所在地 

Ⅰ 地縁団体の認可申請手続き 
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団体の事務所の所在地を番地まで記入してください。専用に事務を行う建物等がない場

合は、事務を行っている代表者の自宅等でも結構です。この場合は、｢本会の事務所は、

代表者の自宅に置く。｣という定め方も可能です。  

⑤ 構成員の資格 

区域内に住所を有する個人全てが構成員になることができる、と定めることが必要です。

この場合の構成員は、世帯の代表者ではなく個人です。また、正当な理由がない限り個

人の加入を拒んではならないことについても必ず定める必要があります。  

⑥ 代表者 

代表者１名を必ず選出する必要があります。 

代表者の選出方法、任期、権限、代表者に委任する事務等を規定してください。  

⑦ 会議  

通常総会、臨時総会などの団体の基本的な議決権を持つ会議について、招集方法や議決

の方法について定める必要があります。  

⑧ 資産  

団体が所有する資産及び保有する権利等の構成、管理及び処分について規定する必要が

あります。処分については、総会の議決を要することとする必要があります。 

 

３ 認可申請に必要な書類 

認可地縁団体となるためには、認可申請書（第１号様式）に、次の書類を添えて、市長に申

請します。 

① 団体の規約                               

『２認可のための要件』の４に記載されている８項目の記載が必要です。                             

② 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 

構成員が十分に議論し総会で全員の意志を確認した上で、認可申請をする旨を議決し

た総会の議事録です。（議長及び議事録署名人の署名押印のあるもの）総会の議案と

しては、①規約の承認②代表者の選出③構成員の確定④不動産、資産の確定を挙げる

必要があり、これらを議決した上で認可申請をする旨が議事録に記載されている必要

があります。             

③ 構成員の名簿                               

世帯主だけでなく、構成員である場合には子供から大人まで構成員全員の氏名及び住

所を記載する必要があります。この構成員の数が地区全体の人口と比べて「相当数（概

ね過半数以上）」でなければなりません。                            

④ 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っているこ

とを記載した書類                             

地域的な共同活動を現に行っていることを記載した書類が必要です。 

記載内容としては、団体の活動実績報告書等です。（総会資料など） 

⑤ 申請者が代表者であることを証する書類                   

代表者就任承諾書（代表者の署名押印のあるもの）を提出してください。 
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４ 市長の認可と告示 

市長は、要件を満たしている時に認可します。市長が認可することにより法人格を得ること

となり、法務局への法人登記は必要ありません。市長が認可を行った場合にはその旨が告示さ

れ、第三者に対しても地縁による団体が法人格を得たことを対抗できることとなります。 

市長は、認可した旨と次の９項目を告示します。 

 名称  

 規約に定める目的  

 区域  

 主たる事務所所在地  

 代表者の氏名及び住所  

 裁判所による代表者の職務執行停止の有無並びに職務代行者の選任の有無 （職務代

行者が選任されている場合は、その氏名及び住所） 

 代理人の有無 （代理人がある場合は、その氏名及び住所） 

 規約に定める解散の事由  

 認可年月日                                                                 

５ 証明書の交付請求 

地縁団体証明書（認可地縁団体台帳の写し）の交付は、どなたでも受けることができます。

証明書交付請求書（第２号様式）を提出していただく必要があります。証明書の手数料は一通

３００円で、告示のあった日から発行できます。 

６ 認可申請手続きの流れ                                  

             

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

                                                               

 

 

 

 

事前協議 

 規約（会則）の整備、構成員の名簿、区域の確認 

地縁団体設立のための総会の開催 

総会で議決したことを証する書類の作成（議事録） 

認可申請書の提出 

【提出書類】 

・認可申請書（第１号様式） 

・団体の規約（会則） 

・議事録（議長、議事録署名人の署名、印） 

・構成員の名簿 

・良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同生活 

を現に行っていることを記載した書類（総会資料等） 

・申請者が代表者であることを証する書類 

書類審査 認可 

告  示 
 認可したことを告示  

 代表者宛に通知 

提出 

地縁による団体（自治会・町内会等）がされる手続き 市 役 所 手 続 

事前書類審査 相談 

２週間程かかります 
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７ 認可の取消し 

 『認可要件』のいずれかを欠くこととなったとき及び、不正な手段によって認可を受け

たことが判明したときは、認可地縁団体としての認可が取り消されることがあります。 

８ 認可地縁団体の留意事項 

次の事項に留意してください。  

○ 認可地縁団体は、良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを

目的とするものであり、営利活動を目的とするものではありません。 

○ 認可地縁団体が、仮に本来の活動に付随して営利活動等を行う場合においても、規約に定

める目的を達成させるために必要な限りにおいて行うものとします。  

○ 認可地縁団体は、公共団体その他の行政組織の一部とすることを意味するものではありま

せん。 

○ 認可地縁団体は、特定の政党のために利用してはいけません。   

 
 
 

１ 規約変更の認可申請 

認可地縁団体の代表者は、規約に変更がある場合、規約変更認可申請書（第３号様式）に次

の書類を添付して市長に申請し認可を受けなければなりません。 

① 規約変更の内容とその理由を記載した書類（第４号様式） 

② 規約の変更を総会で議決したことを証する総会議事録 

※規約の変更により、告示事項の変更がある場合は、別途、告示事項変更届出書（第

５号様式）が必要です。 

２ 規約変更の認可 

 認可地縁団体の規約を変更するときには、変更について市長の認可を受けなければ第３者に

対抗することができません。市長は、申請に基づいて規約変更を認可したときは、その旨を申

請者に通知します。 

 

 

 

 

Ⅱ 地縁団体の規約変更の手続き 
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３ 規約変更手続きの流れ                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総会の開催 

 ・規約の変更について、総会において議決を得る。 

 ・総会で変更事項が議決されたことを証する書類 

  （議事録）の作成 

※規約変更事項及び議決を得た事を記入 

   ※議長・議事録署名人の署名、捺印が必要 

規約変更認可申請書の提出 

【提出書類】 

 ・変更認可申請書（第３号様式） 

・議事録（議長・議事録署名人の署名、捺印が必要） 

・規約変更の内容及び理由を記載した書類（第４号様式）      

 ・変更後の規約 

書類審査 

認  可 

 

申請者（代表者）に通知 

※規約の変更が認可された 

ことを通知します。 

  

告示事項変更届出書の提出 

 規約を変更することにより、告示事項に変更がある

場合は、併せて告示事項変更届出書の提出が必要。 

 【告示事項とは】 

◆ 名称 

◆ 規約に定める目的 

◆ 区域  

◆ 事務所所在地  

◆ 代表者の氏名及び住所  

◆ 裁判所による代表者の職務停止の有無、並びに職務代行

者の選任の有無 

◆ 代理人の有無 

◆ 規約に定める解散の事由  

 

※ 『Ⅲ 告示事項変更申請手続き』を参照してください。 

提出 

市 役 所 手 続 

地縁による団体（自治会・町内会等）がされる手続き 
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１ 告示事項の変更届 

代表者が交替された場合など、告示した事項に変更が生じたときは告示事項変更届出書（第

５号様式）に次の書類を添付し、市長に対して届出が必要です。 

① 変更を総会で議決した旨を証する総会議事録（議事録署名人の署名・押印） 

② 総会資料  

 

 

 

 

 

 

２ 告示事項変更の告示 

 市長は、告示内容の変更の届出を受けたときは、変更のあった事項について告示します。

告示されるまでは、変更のあった内容について第３者に対抗することはできません。 

３ 告示事項変更手続きの流れ 

                                     

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 告示事項の変更手続き 

【告示事項とは･･･】 
◆ 名称  

◆ 規約に定める目的  

◆ 区域  

◆ 事務所所在地 

◆ 代表者の氏名及び住所  

◆ 裁判所による代表者の職務停止の有無並びに職務代行者の選任の有無  

◆ 代理人の有無  

◆ 規約に定める解散の事由  

告示事項 

◆ 名称 ◆規約に定める目的 ◆区域 ◆事務所所在地  

◆ 代表者の氏名及び住所  

◆ 裁判所による代表者の職務停止の有無並びに 

職務代行者の選任の有無  

◆ 代理人の有無 ◆規約に定める解散の事由  

総会の開催 

 総会で変更事項が議決されたことを証する書類の作成 

  （議長・議事録署名人の署名、捺印が必要） 

地縁による団体（自治会・町内会等）がされる手続き 
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１ 目的 

 認可地縁団体の印鑑登録及び証明書交付により、認可地縁団体の利便の増進を図るとともに、

不動産等の取引の安全に寄与することを目的とするものです。 

２ 印鑑登録の申請資格者 

 以下の者を登録資格者として、認可地縁団体につき１個の印鑑を登録することができます。 

① 代表者 

② 職務代行者（地方自治法施行規則第１９条第１項第１号） 

③ 仮代表者（地方自治法第２６０条の９） 

④ 特別代理人（地方自治法第２６０条の１０） 

⑤ 清算人（地方自治法第２６０条の２４又は地方自治法第２６０条の２５） 

３ 登録できない印鑑 

 以下のいずれかに当てはまる印鑑は認可地縁団体印鑑として登録できません。 

① ゴム印、その他の印鑑で変形しやすいもの 

② 印影の大きさが１辺の長さ８㎜の正方形に収まるもの、又は１辺の長さ３０㎜の正方形

に収まらないもの 

③ 印影を鮮明に表しにくいもの 

④ その他認可地縁団体印鑑として適当でないもの 

４ 登録手続き 

 以下の書類に登録しようとする印鑑を添えて、登録資格者自らが手続きを行ってください。 

① 認可地縁団体印鑑登録申請書（第６号様式）              

② 登録資格者の身分証明書（運転免許証など顔写真付きの身分証明書） 

告示事項変更申請書（第５号様式）の提出 

【提出書類】 

・告示事項変更届出書（第５号様式） 

・総会資料 

・議事録（変更事項が議決された事が記載） 

・議長・議事録署名人の署名、捺印 

告  示 
変更された告示事項を告示 

書類審査 
提出 

Ⅳ 認可地縁団体の印鑑登録手続き 

市 役 所 手 続 

１週間程かかります 
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※ 地方自治法施行規則第１９条第１項第１号トに基づき代理人が告示されている場合で、

代理人が申請される場合は、委任状が必要です。 

※ 代理人が申請される場合は、登録申請があったことを代表者等（登録資格者）に対し

て文書（認可地縁団体印鑑登録確認書）により通知します。代表者等（登録資格者）

が記入した認可地縁団体印鑑登録確認書を提出していただくことで、認可地縁団体印

鑑を登録することができます。 

５ 印鑑登録証明書の交付 

 認可地縁団体印鑑登録証明書の交付を申請する場合には、以下の書類・印鑑を添えて代

表者等の本人が、自ら申請して下さい。 

① 認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書（第７号様式） 

② 登録している認可地縁団体印鑑 

③ 申請者の身分証明書（運転免許証など顔写真付きの身分証明書） 

④ 交付手数料１通 ３００円 

※ 地方自治法施行規則第１９条第１項第１号トに基づき代理人が告示されている場合で、

代理人が申請される場合は、委任状が必要です。 

６ 印鑑登録の廃止 

認可地縁団体印鑑登録の廃止をしようとする場合は、認可地縁団体印鑑廃止申請書により代

表者等が、自ら申請してください。 

① 認可地縁団体印鑑登録廃止申請書（第８号様式） 

② 登録されている認可地縁団体印鑑を亡失した場合には、登録資格者の個人の実印を押印

してください。 

※ 地方自治法施行規則第１９条第１項第１号トに基づき代理人が告示されている場合で、

代理人が申請される場合は、委任状が必要です。 

７ 印鑑登録の抹消 

 以下の場合は、認可地縁団体登録印鑑を抹消します。 

① 代表者等の登録資格に変更があったとき 

② 認可地縁団体が解散したとき 

③ 認可地縁団体の名称の変更により、登録印鑑として適当でない場合 

※ この場合は、登録者に抹消した旨をお知らせします。 
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＊地縁による団体の認可 
市役所市民協働部 南砺で暮らしません課 ☎０７６３－２３－２０３７ 

（ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ「ｱｽﾓ」２階 南砺市協働のまちづくり支援センター）   
＊認可地縁団体の認可地縁団体証明書・印鑑証明書 
 各市民センター窓口 

＊不動産登記 
 富山地方法務局砺波支局（砺波市）   
☎０７６３－３２－２３６１ 

＊認可地縁団体の課税・課税免除・減免 
 法人市民税：市役所税務課市民税係（福光庁舎）  

☎０７６３－２３－２００５ 
 固定資産税：市役所税務課資産税係（福光庁舎）  

☎０７６３－２３－２００５ 
 法人県民税・不動産取得税：総合県税事務所（富山市） 

☎０７６－４４１－２５５１ 
その他の税金：砺波税務署（砺波市）  

☎０７６３－３３－１０７３（代） 
 
 
 
 

Ⅴ 申請窓口 


